
 

 

 
    非上場株式等についての     の納税猶予取りやめ届出書 (一般措置）  

 

  
 

                                                      令和   年   月   日  
 
             税 務 署 長  

 

 

                           〒 
 
                       届出者住所                       

 

 

                           氏名                       
 

（電話番号        －      －            ） 

 

 
 

 

私は、下記に係る租税特別措置法           の規定に基づく非上場株式等 

 

 

についての納税猶予について、この制度の適用を受けることを取りやめたいので、その旨 

 

 

届け出ます。 
 

 

記 

 

 

  １ 贈与者又は被相続人の住所                       氏名              

 

 

  ２ 対象（受贈・相続）非上場株式等 

 

の            年月日                       年    月    日 

 

 

  ３ 認定(贈与・相続)承継会社の所在地                   名称           

 

 

  ４ 猶予中贈与税額（相続税額）                                    円 

 
 

   （注）この届出書を提出した日から２か月を経過する日（当該２か月を経過する日までの間に届出書を提出した者

（経営承継受贈者、経営承継相続人等又は経営相続承継受贈者をいいます。以下「届出者」といいます。）が死

亡した場合には、届出者の相続人（包括受遺者を含みます。）が届出者の死亡による相続の開始のあったことを

知った日の翌日から６か月を経過する日）が納税の猶予に係る期限となりますので、当該納税の猶予に係る期限

までに、猶予中の贈与税（相続税）及び利子税を納付する必要があります。 
 

※

欄

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。 

   
 

関与税理士 

 

 
 

 電 話 番 号 
 

 

                  

税 務 署 

受 付 印 

贈与税 

相続税 

※ 

通信日付印の年月日 （確 認） 入 力 確 認 納税猶予番号 

年  月  日 
  

 
 

 (資12②－20－１Ａ４統一) （令5.6） 
 

第70条の７第１項 

第70条の７の２第１項 

第70条の７の４第１項 

贈 与 を 受 け た    

相続(遺贈)があった 



（裏） 

 

 

 

使用目的 

 この届出書は、非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予の適用を受けた者が税

務署長に納税猶予の制度の適用を受けることを取りやめる旨の届出をするために使用します。 

 

 

 


